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概要

我々は、2012 年 12 月 30 日から日立 32-m 電波望遠鏡を用いた北半球から観測可能な 461 天体 (Dec

> −30◦)を対象とした、大規模な 6.7 GHzメタノールメーザーの長期高頻度モニタープロジェクトを開始

している。本プロジェクトは、特に大質量 (原始)星周囲で希有な “周期的”強度変動現象を示すメタノール

メーザー天体の、完全なリストの構築及び統計的な研究を目指している。数ヶ月程度と中期なものから、数

年程度と長期なものまで、幅広い周期変動をカバーするため、各天体辺り 9–10日に 1度の頻度で 3年間継

続してきた。今回は、上記頻度で継続してきた 2015年 8月 24日までの観測データを元にした周期変動天

体の検出状況を報告する。今回は、強度変動が顕著だと判定された 149天体 (全 318スペクトル成分)に対

して、Lomb-Scargle法を用いた周期解析を行った。その結果、計 25天体から周期変動を検出することに成

功した (既知: 11天体, 新検出: 14天体)。本紙では、メタノールメーザーの周期変動を解釈するモデルの一

つである、大質量原始星の脈動不安定モデルから予言されている周期-光度関係 (P-L relation)の暫定的な

観測的検証の結果も併せて紹介する。

1 研究背景

近年の分子輝線、赤外線干渉計観測、及びメー

ザー源に対する VLBI モニターにより、大質量星

(≥ 8 M⊙)も小質量星と同様に、形成中に周囲 10–

1000 auスケールにガス ·ダストの回転円盤を有し、
円盤を通じた質量降着により形成が進むことが明ら

かになってきた 1)−5) など。形成過程が明らかになっ

てきた現在では、次なる研究課題として大質量原

始星の進化過程の解明が挙げられる。Hosokawa &

Omukai (2009) 6)の理論計算によると、進化の経路

は原始星表面に降り積もるガスの質量降着率 Ṁ∗ に

よって決定付けられると提唱されている。従って、大

質量星の進化を理解するには、Ṁ∗を何らかの方法

で観測的に計測する必要がある。しかし、原始星表

面のサイズは高々0.1 auであり、大質量星の典型的

な距離 1 kpc以遠においては、0.1 mas未満に相当し

てしまう。それ故、ALMAを含む現存の観測装置で

は 2桁以上空間分解能が不足し、将来の extended-

ALMAをもってしても 1桁以上分解能が足りず、直

接撮像により物理量の導出は不可能である。

そこで、我々は理論研究により提唱された “大質

量星が原始星時代に生じる脈動不安定モデル” 7) に

着目した。この研究により、大質量原始星が主系列

星に到達する直前 1000年程度の間に不安定な脈動

変動を生じ、Ṁ∗ に依存して成長することで、10–

100日オーダーの周期的な光度変動を生じる可能性

が示された。同時に、その脈動周期 Pと天体光度 L

との間に一定の相関関係 “P-L relation”が予言され

ている。これは、Pと Lが共に原始星の半径および

質量に従って決定されるため、成立すると予想され

る。これは、脈動周期と天体光度が、原始星表面に

おける質量降着率と密接な関係にある、天体半径お

よび質量によって決定されるからである。即ち、こ

の理論予言されている P-L relationを観測面から検

証 ·確立することが出来れば、脈動周期の観測を通
じて、原始星光度を導出することが可能となり、結

果として天体光度の決定に寄与している原始星表面

の (Ṁ∗を含む)物理パラメータを間接的に導出可能

となることが期待される。

現在のところ、大質量 (原始)星周囲で観測的に

周期的な強度変動を検出出来ているプローブはメー

ザー源のみであり、特に 6.7/12.2 GHzメタノール

メーザーに対する探査が積極的に実施されている。

これまでに 18天体から検出されており、その周期は

29.5-668日と非常に幅広く、またその変動傾向も “連

続的”, “間欠的”の 2タイプに大別される 8)−10) など。

しかし、母数 1000天体以上に対し、幅広い周期を

カバー出来るほどの頻度 ·期間に亘って、無バイア
スにモニターされた天体は 10%程度であり、周期天

体の正確な存在数や統計は明らかになっていない。

また、P-L relationの観測的確立という観点からも、



周期天体のサンプル不足が懸念される。

そこで、我々は北半球から観測可能なDec > −30◦

に位置する 461天体を、フラックス密度などに制限

は設けず無バイアスに、高頻度で、かつ長期に亘る

単一鏡モニターサーベイプロジェクトを 2012年 12

月 30日から開始した。本紙では、日立 32-m電波望

遠鏡を用いた 3年のモニターの結果、新検出された

14天体の周期変動を報告すると共に、P-L relation

の暫定的な観測面からの検証結果も紹介する。

2 観測

日立 32-m 電波望遠鏡を用いたメタノールメー

ザーモニターは、2012/12/30–2014/01/10 (MJD

56291–56667), 2014/05/07–2015/08/24 (MJD

56784–57258) の 2期に分けて実施され、第 1期の

モニター結果から、変動の比較的小さいものを較

正天体として選出し、第 2 期では毎日のモニター

に組み込んでいる。観測頻度としては、両期に共

通して各天体辺り 9-10日に 1度の頻度でデータを

取得している。バックエンドとしては、観測帯域

6664–6672 MHz を 8192 点分光することにより、

速度分解能 0.044 km s−1 を達成している。また、

各天体辺り 5分積分により、検出感度 3σ ∼0.9 Jy

を達成している。データ解析は茨城大学の独自開

発ソフトウェアを使用して行った。

3 結果: 変動成分と周期解析

まずは、モニターしている 461天体の全 3282ス

ペクトル成分から、変動の顕著な成分を選出するた

めに、以下の条件を設けた:

• モジュレーションインデックス σmod (フラック

ス密度の (標準偏差) ÷ (平均値)) ≥ 0.30

• 期間中のフラックス密度の最大値 Smax ≥ 7 σ

これにより、149天体, 全 318成分が強度変動天体 ·
成分として判定された。これら全 318成分に対して、

Lomb-Scargle法 11),12) を適用することにより、周

期性の有無の判定を実施した。この手法は、不等間

隔な離散データに対する周期解析法として代表的な

手法であり、日立データに対しては、茨城大学M2

の安井氏がチューニングしたC言語プログラムを使

用した (プログラムの詳細は安井氏のポスター講演

参照)。今回は、本モニターでの周期変動天体の同

定を行うため、周期解析の結果に、以下の条件を設

けた:

• 周期解析によるパワースペクトル信号の信頼性
を表す閾値 (雑音による見かけの周期でナイ確

率)が 0.001以下である

• 導出された周期が、モニター期間∼970日にお

いて、3周期以上捉えられる

その結果、計 25天体から周期変動を同定すること

に成功した。内訳としては、11天体が既知で、残り

14天体は全て新検出として同定され、新検出天体

の周期は 23.7-220日となった。また、既知 11天体

の内、G 196.45−01.67からは、既知周期 668日 8)

よりも短い 133日周期を新たに検出することが出来

た。変動傾向としては、新検出の 14天体の内、最短

の周期 23.7日を示した G 014.23−00.50 (詳細は茨

城大学M2の永瀬氏のポスター講演参照) “以外”の

13天体で “連続的”な傾向が観測された。新検出さ

れた 14天体の内、G 034.39+00.24 (周期: 29.5日),

G 036.70+00.09 (周期: 53.4日) のダイナミックス

ペクトルを図 1に掲載する。本モニターによる新検

出により、周期変動天体サンプルを、既知の 18天

体から計 32天体へ約 2倍増加させることが出来た。

4 P-L relation (暫定版)

周期方向に幅広いサンプルがそろってきたため、

本紙にて観測データを用いた P-L relation の暫定

版を作成する。大質量原始星の脈動不安定現象は、

晩期型の AGB星と同様、κ機構により脈動が成長

していくと考えられているため、変動傾向として

は “連続的”なものが期待されるはずである。そこ

で、今回の観測的検証にあたっては、既知 +新検

出の計 32天体から、“連続的”な変動傾向を示す天

体のみを使用した。また、縦軸の天体光度に関し

ては、付随する IRAS 点源の総フラックスをベー

スに、parallax/kinematic距離を用いて導出した。

IRAS源が付随していない天体を除外した、計 19天

体を本紙での観測的検証に活用した。

それらを、P-L relationの理論予言線と重ね合わ

せた結果を図 2に示す。これに対し、以下の式で最

小二乗フィットした結果、

log(L/L⊙) = a+ b · log(P/100 days)

a = 4.40 ±0.14, b = 0.47 ±0.41が得られた。上記

結果を代入した、観測データを用いて得られた暫定

版 P-L relation を、図 2に実線として表すと共に、

エラーを考慮した最大 ·最小の P-L relationも破線

で示す。理論予言線との比較を行ったところ、観測

データフィットの傾き b に対する大きなエラーの範

囲内ではあるが、理論側で予言される誤差込みの不
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図 1: 日立モニターにより新検出された周期変動天体: (左) G 034.39+00.24 (周期: 29.5日), (右) G 036.70+00.09 (周期: 53.4日)

のダイナミックスペクトル。横軸: 視線速度, 縦軸: 観測日時 [MJD]で、グレースケールはフラックス密度に相当 (右パネルは対数)。
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図 2: 暫定版 P-L relation。各点は既知/新検出の周期天体の

観測データに相当 (四角/丸印)し、塗りつぶし/抜きは天体距離

の計測法の違いで色分け (parallax/kinematic)。観測面から確

率した P-L 線, 及び理論線を実線/破線, 及び点線で表記。灰色

のボックスは、理論側で予言される誤差込みの不安定帯に相当。

安定帯 (灰色のボックス)と重なっているように見

える、という結果が得られた。これは、観測面から

P-L relationを検証出来た初めての結果となる。

5 今後の展望

• 10日程度の超短周期 & 1年以上の長周期変動

天体の周期リストをコンプリートに

– 第 3期モニターとして、2015/09/18から

厳選した天体を 5日に 1度の頻度でデー

タ取得中

– 長周期変動天体のサーベイを目指し、2018

年までモニター継続予定

• kinematic計測により、距離の不定性の大きい

天体が多い (図 2中でも 14/19)故、parallax法

で高精度に計測

– 南半球の既知周期天体の一部を、LBAを

用いて計測中

– 北半球では、VERA/JVNへ提案予定

• メタノールメーザーと、その励起源である赤外
線源との直接的な強度変動比較が未実施である

ため、そもそも脈動不安定現象などの局所的な

変動に起因しているかどうかの、直接的な観測

結果の取得を目指す

– 共同研究者の内山氏主導で、既知の周期

天体に対し、近赤外線が点源に近い天体

を選出し、鹿児島 1-m光赤外望遠鏡を用

いて高頻度モニターを実施 13)

– 近赤外線波長における、同程度の頻度 ·期
間でのモニター観測を実施し、同様な周

期変動の検出を目指すことで、直接的な

観測結果の比較だけではなく、変光時の平

均等級を P-L relationの縦軸に活用する
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